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女性の社会進出に伴い、旧来型の性別役割分業に代わって、「夫は仕事、妻は

家庭と仕事」という<新・性別役割分業>が増加してきたといわれている。<

新・性別役割分業>は仕事と家事の二重負担を強いるため、妻たちの心身に一

層負担となることが懸念されている。本稿では NFR98データでこの点につい
て検証を行なったが、性別役割分業の妻たちよりも<新・性別役割分業>の妻

でディストレスが高くはなく、家庭生活ストレーンも<新・性別役割分業>の

妻で若干高くはあったが、二重負担が最も大きいとみられる乳幼児を抱えた妻

でそうではなかった。<新・性別役割分業>の妻が二重負担に苦しむというイ

メージは、家庭生活ストレーンについて僅かに、かっ乳幼児を抱えた者以外に

おいてあてはまる限定的なものである。この背景には二重負担に苛まれる妻た

ちが既に労働市場から退出しているという<サンプル・セレクション・バイア

ス>の存在があるとみられる。

キーワード:性別役割分業、セカンド・シフト、ストレーン

1.問題設定

「夫は仕事、妻は家庭」という性別役割分業は、近代家族を特徴づける主要な性格のひ

とつである(落合， 1994)。近代佑による公共領域と家内領域との分離にともなって、性

別による役割分業構造が形成された。家族史研究が明らかにしたところによると、この近

代家族と呼ばれる家族モデルは、わが国では 19世紀末から 20世紀初頭に誕生し、その後

大衆化して今日に至ったとされる(牟田， 1996)。そしてこのモデルの家族を受容する層

が最も広まったのは、高度経済成長期であった(落合， 1997;山田， 1994)。

ところが、近年においては女性の社会進出により、「夫は仕事、妻は家庭」という分業体

制は崩れつつある。総務庁「労働力調査」によると労働力人口に占める女性の割合は近年

増加傾向にあり、 1999年には全体の 4割を占めるに至っている。また、わが国の女性の

就労パターンは、未婚期に働き、結婚・出産で退職し、子育ての繁忙期が終了した頃に復

職するといういわゆる M字カーブを描くことが知られているが、このカーブについてみて

も近年では就労女性の増加により M字カーブ自体が上昇し、かっ M字の底も浅くなる傾
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る傾向がある。このように「仕事」の領域においては、性別役割分業は変化しつつある様

相がみられる。無論、女性が進出している業種は偏っており、雇用形態も男性に比べてパ

ートが多いことや、職場におけるグラスシーリングの問題などがあるために、「仕事」の

領域における男女の分業が完全に解消されたとは言えないが、「夫は仕事、妻は家庭」と

いう分業は変化しつつあるとはいえるであろう。

しかし'性別役割分業のもうひとつの領域である「家庭」内に目を向けると、女性の社会

進出にも関わらず、依然として家事・育児の大半を女性が担っている。社会生活基本調査

によると、 1日あたりの夫の家事時間は平日で 9分、休日でも 18分であり、女性の 231

分、 220分と比較して大きく隔たりがある上、夫の家事時間は妻の就労形態に関わらずほ

ぼ一定である(総務庁 1996)。また、日本家族社会学会が実施した「家族についての全

国調査 (NFR98)Jの分析結果からも、妻の就労形態に関わらず夫の家事参加は低調であ

り、「夫は仕事、妻は家庭」という性別役割分業の原則からみてもくゆがみ>が生じてい

る様子が確認できる(松田.2000b)。女性の社会進出がすすみつつある今日であるが、

家庭内の仕事は妻の役割であるという固定化した役割は依然として残っている。

女性の社会進出がすすみつつある今日では、従来考えられてきたような「男は仕事、女

は家庭」という性別役割分業は減少傾向にあるが、代わって「男は仕事、女は家庭と仕事」

という新たな性別役割分業が生じてきたと指摘されている(厚生白書.1998: 72;総理府，

2000: 77)。前者の分業をく性別役割分業>というならば、後者の分業はいわゆるく新・

性別役割分業>といえる。性別役割分業は女性を家内領域に閉じ込め、社会における女性

の地位を低位で固定化させるという問題があるが、新・性別役割分業は女性の社会進出を

認めてはいるものの別の問題を生じさせることになる。それが妻の仕事と家庭の二重負担

である。わが国よりも一足先に女性の社会進出を経験した米国においては、女性の仕事と

家事・育児の二重負担は大きな問題となった。 Hochschild(1989)は就労する女性が生産

労働から帰った後に家で家事や育児といった再生産労働に従事する様子を「セカンド・シ

フト」と呼び、女性にとって仕事と家庭の両立が大きな負担となっていることを指摘して

いる。一方、わが国においても、働く女性には仕事と家事・育児の二重の負担がかかって

いることは指摘されるところであり、男女共同参画の面からみて問題であるとみられてい

る(総理府.2000)。新・性別役割分業は妻に二重の役割を担わせることになるために、

旧来の<性別役割分業>よりも妻に負担を強いることになることが懸念される。

本稿では、現代日本におけるこの新・性別役割分業の状況をミクロデータを用いて実証

的に解明する作業を行いたい。特に本稿が焦点を当てるのは、新・性別役割分業が妻の心

身に与えている影響である。先に紹介した二重負担の指摘からは性別役割分業よりも新・

性別役割分業の方が妻の心身の負担が大きいことが想定されるため、この点について検証

を行いたい。また併せて、何が新・性別役割分業の規定要因となっているのかを解明する

作業も行うことにする。
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2.先行研究

(1 )新性別役割分業と女性の二重負担

ここでは本稿において実証分析を行う際の理論的視点を抽出するために、実証的研究を

中心とした先行研究をレビ、ューする。はじめにとりあげるのは、新・性別役割分業と女性

の二重負担に関する先行研究の結果である。

新性別役割分業と女性の二重負担の問題に関しては、社会的ストレス研究の理論的視点

からは役割ストレーンの問題としてアブローチすることができる。役割ストレーンとは「通

常の社会的役割に人々が従事する過程で経験する困難、挑戦、葛藤、その他の問題J(Pearlin， 

1983) (1)のことである。役割ストレーンと心身の負担との関連をめぐっては、多重役割ス

トレーン仮説と少数役割ストレーン仮説という相反する 2つの仮説が提示されている(稲

葉， 1999)。前者の仮説は保有する役割が増えると役割過重や役割葛藤といった役割スト

レーンが生じてディストレスが高まるというものであり、後者の仮説は人は少数の役割し

か持っていない人ほどその役割に特化し、高いコミットメントを有するためそこからスト

レーンを多く経験するという仮説であり、アイデンティティ関連ストレッサー仮説 (Thoits，

1991)とも称される。これらの仮説をもとにすると、新・性別役割分業の妻の二重負担

という指摘は、前者の多重役割ストレーン仮説にあたるものと考えられる。

稲葉 (1995;1999a)を参考に先行する実証研究の結果を整理すると次のようになる。

まず米国においては役割多重ストレーン仮説を支持する結果が主流であり、職業を持ち、

乳幼児を抱えた女性が役割多重ストレーンの状態にあることを支持する研究が多い

(McLanahan and Adams， 1987; Mirowsky and Ross， 1989)が、わが国おける実証研究結

果はこれとは異なる。有配偶女性を対象とした研究では、専業主婦にディストレスが高い

とする結果(石原・和田， 1982)がある一方で、有職女性にディストレスが高いとする

結果(池田他， 1983)も出されている。また稲葉自身の研究では、乳幼児を抱える有職

女性と無職女性聞には役割ストレーンの程度に顕著な差はみられず、多重役割ストレーン

仮説と少数役割ストレーン仮説のいずれも支持されないという結果が出されている(稲葉，

1995; 1999a)。このように、わが国においては新・性別役割分業による心身への二重負

担という結果は明確には支持されておらず、むしろこれを否定する結果が出されていると

いうのがこれまでの研究結果である。

(2)新性別役割分業の規定要因

次に、本稿のもうひとつの実証研究のテーマとなる性別役割分業と新性別役割分業とを

分ける規定要因に関する先行研究結果を示す。ただし、これを直接扱った研究はほとんど

ないため、以下にあげるものは夫婦の家事労働分担の規定要因に関する研究である。性別

役割分業と新性別役割分業とを分けるものは、妻が就労している場合に夫が家事労働を手

伝うか否かということであるため、この部分について家事労働分担の分析枠組みを援用す
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ることが可能であると考えられる。

夫婦の家事労働分担の規定要因に関しては、わが国に先行して米国において数多くの研

究がなされてきた。それらの先行研究をみると、指摘するところは若干異なるが、夫婦の

家事労働分担を規定する主な要因は、①家事の量 (Amountof Housework)、②時間的余裕

(Time Availability)、③相対的資源 (RelativeResources)、④ジェンダー・イデオロギーに

整理できる (Hiller，1984; Coverman， 1985; Kamo， 1988; Shelton and John， 1996)。わが

国においてもこの枠組みを用いた研究がなされており、主な研究結果としては次のものが

あげられる。 Kamo(1994)は都下の幼稚固と小学校に通う子どもの親を対象にした調査

データを分析して、妻の就労形態、夫の収入、夫婦の年齢、ジェンダ一意識などが夫の家

事分担の規定要因であることを明らかにし、 Nishioka(1998)は厚生省『全国家庭動向調

査』のデータをもとに夫の家事、育児遂行の規定要因を分析し、子どもの年齢、祖父母と

の同居、夫の帰宅時間、妻の学歴、夫婦の収入の格差、妻のジェンダ一意識などが規定要

因であることを明らかにしている。また、永井(1999)は家計経済研究所のパネルデー

タの分析を行い、子どもの年齢、妻の就労形態、妻の年齢、夫の収入などが夫の家事時間

の規定要因であることを明らかにしている。以上の先行研究から、わが国で夫婦の家事・

育児分担の規定要因を研究する際にも米国と同様の分析フレームが適用できることが検証

されており、具体的な規定要因としては、家事・育児の量としての子どもの年齢や人数、

祖父母との同居、時間的余裕としての妻の就労形態と夫の帰宅時問、相対的資源である夫

婦の収入の格差、そしてジェンダー・イデオロギーがわが国における夫婦の家事・育児分

担あるいは夫の家事・育児遂行の規定要因であることが示されている。

3.分析

(1 )データ

本稿では、日本家族社会学会全国家族調査研究会(委員長:渡辺秀樹慶慮義塾大学教授)

が1999年1月に実施した「家族についての全国調査 (NFR98)Jの調査個票データを、同

委員会から許可を得て使用した。その調査概要は以下のとおりである。

調査対象 : 1998年 10月時点で全国の市町村に居住する 28歳以上 77歳以下の人

抽出方法 :層化2段無作為抽出法

標本数 :発送数 10，500人 有効回収数6，685人(有効回収率66.5%)

調査方法 :訪問留置法

分析の目的に照らして、本稿では上記のデータのうちで夫が60歳未満の就労者でかつ、

同居している妻 1，580人を分析対象とする。なお新・性別役割分業を議論する際には妻の

就労形態が問題となるが、ここでは妻の就労形態がフルタイムの雇用者、パートタイムの

雇用者、無職(専業主婦)の者を対象とし、就労状況が雇用者とは大きく異なる自営業の

者は対象者から除いている。
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(2)変数

本稿の分析で扱う変数は、大きく分けて①夫婦の性別役割分業の各種タイプ、②二重負

担を測定する心理的負担度に関する指標、③新・性別役割分業の規定要因、の 3種類に

分類できる。分析に用いた変数の具体的な内容は以下のとおりである。

(a)夫婦の性別役割分業の各種タイプ:性別役割分業と新・性別役割分業

夫婦の性別役割分業の各種タイプは本稿の中心的な概念である。先に示したとおり、「夫

は仕事、妻は家庭j という分業が<性別役割分業>であり、「夫は仕事、妻は家庭と仕事」

という分業はく新・性別役割分業>であるが、両者を分ける軸は妻の就労の有無と夫の家

事参加の状況である。ここでは妻の就労の有無と夫の家事参加の 2つの軸をもとに、夫

婦の性別役割分業のパターンを図-1のように 6タイプに分類した。妻の就労については、

フルタイムの雇用者、パートタイムの雇用者、無職の者と分類した。一方、夫の家事参加

については「食事の用意」をすることの有無を分類の基準とした。 NFR98データでは、

夫の家事参加を「食事の用意J["洗濯J["風日そうじ」の 3項目で測定しているが、その

うちの「食事の用意」はほぼ毎日発生するものであり、妻の仕事と家事の両立といった場

合に最も負担度が大きい家事内容である(2)。夫が「洗濯」や「風日そうじ」

かよりも、「食事の用意j を手伝うか否かの方が、仕事から帰った妻の毎日の家事遂行の

を手伝うか否

負担度を大きく左右するとみられる。

各タイプPについて簡単に解説をすると、夫が家事参加しない者のうち妻が無職のグルー

プを「性別役割分業型J(32.8%)、妻がパートタイムのグループを「新・性別役割分業ハ。

ート型J(26.3%)、妻がフルタイムのグループを「新・性別役割分業7紗仏型J(19.0%) 

新・性別役割分業7ルタイム
夫婦協業7ルタイム型

型
(7.3%) 

(19.0%) 

新・性別役割分業ハ。ート型 夫婦協業ハ。ート型

(26.3%) (7.6%) 

性別役割分業型 夫仕事+家事型

(32.8%) (7.1%) 

パートタイム

フルタイム

無職

妻
の
就
労
形
態

ありなし

‘ ~ 
夫の家事参加

注)夫の家事参加は、「食事の用意」をすることの有無で分けている。

夫婦の性別役割分業の各種タイプ
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と称する(かっこ内は割合)。一方、夫が家事参加している者のうち妻が無職のグループ

を「夫仕事+家事型J(7.1%)、妻がパートタイムのグループを「夫婦協業ハ。ート型J(7.6%)、

妻がフルタイムのグループを「夫婦協業7ルタイム型J(7.3%)と称する。

(b)妻の心理的負担感

二重負担を測定する心理的負担度に関する指標としては、結婚生活満足度、家庭生活ス

トレーン、職業ストレーン、ディストレスの4つの指標を用いる。

結婚生活満足度:結婚生活全体を「かなり満足」から「かなり不満」まで 4件法で尋

ねた結果について、それぞれ4""'1点を与えて指標化した。

家庭生活ストレーン:r家族内での自分の負担が大きすぎると感じたこと」の頻度を「何

度もあったJから「まったくなかった」まで4件法で尋ねた結果について、それぞれ 4""'

1点を与えて指標化した。

職業ストレーン:r職場での仕事の負担が大きすぎると感じたこと」の頻度を「何度も

あったjから「まったくなかった」まで4件法で尋ねた結果について、それぞれ 4""'1点

を与えて指標化した。

ディストレス:NFR98ではCES-Dの16項目を使用しているが、ここでは菊津 (2000)

を参考にポジティブ感情を除く質問項目を合計して尺度化したω。また仕事上のディスト

レスを尋ねる質問についても、専業主婦が回答できないために除外している。最終的に用

いた質問項目は 11であり、合成尺度の得点分布は 11""'43点、クロンパックのαは 0.88

である。

(c)夫の家事参加の規定要因

先行研究の枠組みを参考に、本稿では家事の量、時間的余裕、資源、イデオロギーの 4

点に関わる変数を用いる。

家事の量:家事の量は、子どもや家事の代替者の有無によって異なるとされる。ここで

は子どもの有無を表す変数として、末子6歳未満ダミー、末子7・12歳ダミー、末子 13・18

歳ダミーを用いる。また代替者の影響については、祖父母同居ダミー(夫婦からみた親)

を用いる。

時間的余裕:夫の時間的余裕については、松田 (2000b)を参考に、 1日あたりの労働

時間(通勤時間含)が9時間未満の者をレファレンス・グループとして、 9""'11時間ダミ

ー、 11時間以上ダミーを用いた。

資源:資源には、夫婦問の年齢差、学歴差、収入差を表す相対的資源と夫または妻の年

齢、学歴、収入という絶対的資源とがある。ここでは拙稿(松田， 2000b)を参考に、夫

の家事参加度と関連がみられた夫の教育年数、夫の年収、夫婦の収入に占める妻の収入割

合の3つの変数を用いた。
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イデオロギー:r男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」という考え方につい

て「そう思う」から「そう思わないJまでの 4件法で意見を求めた。この回答にそれぞ

れ4""'1点を与え、得点が高くなるほど性別役割分業意識が高い価値観を表す尺度とした。

妻の心理的負担感と夫の家事参加の規定要因に関わる各変数の平均値と標準偏差は表-

1のとおりである。

表-1 分析に用いた変数の基本統計量

平均値 標準偏差

妻の心理的負担感

結婚生活満足度 2.94 .76 
家庭生活ストレーン 2.09 1. 02 
職業ストレーン 1. 98 .99 
ディストレス 16. 5 5. 16 
家事・育児の必要性

末子6歳未満ダミー .23 .42 
末子7-12歳ダミー .20 .40 
末子13-18歳ダミー . 18 .39 
祖父母同居ダミー .24 .43 
時間的余裕

夫・週労働時間 (9----11時間未満) .43 .50 
01時間以上) .23 .42 

資源

夫の教育年数 13. 08 2.30 
夫の年収(百万円) 6.07 2.70 
妻の年収/夫婦の年収 . 16 . 18 
イデオロギー

性別役割分業意識 2.82 .98 

(3)結果

(a)新・性別役割分業の概観

図-1で分類した性別役割分業の各タイプの主な属性は表-2のとおりである。夫と妻

の年齢についてみると、タイプ別に大きな差はないものの、「性別役割分業型」と「夫仕

事+家事型」では両者の年齢が相対的に低く、「新・性別役割分業7ルタイム型」と「夫婦協業

7Mイム型」で高い傾向がみられる。また子どもについてみると、「性別役割分業型」と「夫

仕事+家事型」では未成年の子どもがいる割合が高く、末子年齢も最も低いが、「新・性

別役割分業7Mイム型Jと「夫婦協業7Mイム型」では未成年の子どもがいる割合が低く、末子

年齢も高くなっている。これらのことから、妻が無職である「性別役割分業型」と「夫仕

事+家事型」は子育てに手がかかる者が多く、妻がフルタイム就労の「新・性別役割分業

7Mイム型」と「夫婦協業7ルタイム型」には子育てが一段落した者が多く含まれているといえる。

また、妻がパートタイム就労である「新・性別役割分業ハ。ート型」と「夫婦協業ハ。ート型」で
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は、末子年齢が妻がフルタイムの「新・性別役割分業7ルタイム型」と「夫婦協業7ルタイム型Jと、

妻が無職の「性別役割分業型」と「夫仕事+家事型」の中間になっている。

これらのことから、まず次の 2点を指摘することができる。第ーには、子どもの年齢

によって妻の就労形態が決まり、それによって性別役割分業のタイプが変化してくるとい

うことである。この現象は既に就労の M 字カーブとして知られるところであるが、妻の

就労形態は子育てに手がかかるうちは妻が専業主婦(無職)であり、子どもの手が離れる

にしたがって仕事へ復帰するようになる。妻の年齢別にその変化をみると、 30歳代以下

では「性別役割分業型」が多いのに対して、 40歳代以上では「新・性別役割分業リタイム型」

「新・性別役割分業ハ。ート型」が多くなっている(図-2)。特に、 40歳代以降で、「新・性

別役割分業ハロート型」の増加が顕著であるが、これは子育てを終えた後にパートなどの短時

間就労として復職するケースが多いことを物語っていると考えられる。これらのことは見

方を変えれば、子育てを含む家事労働と仕事の両立を、妻自身が自らの就労形態を変化さ

せることで調整しているとみることができる。

第二には、妻の就労形態別に対応するタイフ、すなわち妻が無職の「性別役割分業型」と

「夫仕事+家事型」や、フルタイムの「新・性別役割分業7M仏型j と「夫婦協業7ルタイム型」

との間で、夫婦の平均年齢や子どもの有無などの点が近似していることである。ただし、

表-2 性別役割分業の各タイプの主な属性

分業型 協業型
新・性別 新・性別 性別役割夫婦協業夫婦協業夫仕事+
役割分業役割分業分業型 7)~~イム型ハ。ート型 家事型
フ)~~イム型ハ。ート型

構成比(%) 19.0 26.3 32.8 7.3 7.6 7.1 

夫平均年齢(歳) 46.9 46.3 44.3 46.7 45.2 42.4 

妻平均年齢(歳) 44.3 44.0 42.0 43.3 42.9 40.3 

未成年の子どもがい
58.3 68.2 68.0 53.9 68.3 68.8 

る割合(%)

末子年齢(歳) 15.9 14.7 12.0 15.0 13.9 10.1 

三世代世帯比率(%) 37.0 21.4 22.4 31.3 13.3 15.2 
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図-2 夫の年齢別の性別役割分業タイプの構成

三世代世帯比率についてみると、「性別役割分業型Jよりも「夫仕事+家事型」で、ある

いは「新・性別役割分業7Mイム型j よりも「夫婦協業7Mイム型」でというように、夫の家事

参加が高い方で三世代世帯比率が低くなっている。このことは、同居している祖父母など

の支援があれば、夫の家事参加は少なく夫婦関係はより性別役割分業的になるが、核家族

世帯ではそうした支援がないため夫の家事参加が多くなり、夫婦協業的な傾向が強くなる

ものと考えられる。

(b)新・性別役割分業の規定要因

続いて、図-1で分類した性別役割分業の各タイプがどのような要因によって規定され

るのかを分析した結果を示す。その際に、本稿では、<妻が就労した後に、夫が家事を手

伝うか否か>によって性別役割分業の各タイプが決定するという視点に立って分析を行う。

このことは図-1でいえば、ある夫婦の分業形態は、はじめに妻の就労形態が決まり、続

いて夫の家事参加の程度が決まるというこ段階のステップを経て決まるとみることになる。

このような視点に立つ理由としては、まず先に指摘したように、家事労働と仕事の両立は、

妻自身が自らの就労形態を変化させることで調整しているとみられることがあげられる。

また、夫の家事参加の水準は極めて低位であることを考慮すると、夫が家事参加をするか

ら妻が働きに出ることが可能になるとは想定しにくいことがあげられるω。本データで、

妻がフルタイムで就労している夫の「食事の用意」の程度をみても平均値は週 1回に達
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していないこともこれを裏付けると考えられる。

以上の視点をふまえると、性別役割分業の各タイフの規定要因を分析するためには、妻

が就労形態を決める要因と、妻の就労形態別の夫の家事参加の規定要因の 2点をみる必

要があるといえるが、本稿では後者の分析に焦点をあてて規定要因の分析を実施した。前

者の妻が就労形態を決める要因については、妻が働きに出ることを可能にするプッシュ要

因と労働市場側のプル要因とがあるが、プル要因は NFR98の守備範囲外である。特に妻

の就労形態がフルタイムかパートか、労働時間が長時間であるか短時間であるかを決める

ものは、プル要因に依存するところが大きいとみられるため、これがなければ妻の就労時

間による性別役割分業のタイプを分けることができない。こうした理由から、本稿ではひ

とまず妻が就労形態を決める要因の分析は割愛している。参考までに妻が無職であるか有

職であるかの二分類で妻が働きに出ることを可能にする家庭側の要因に絞って規定要因分

析を行った場合には、未就学児がいない、同居親族がいる、夫の収入が低い、性別役割分

業分業意識が低いと、妻が有職であることが多いという結果が得られているべ

妻の就労形態別の夫の家事参加の規定要因の分析結果は表-3のとおりである。ここで

は対象者を 3つに分けて分析を行っている。第一は、妻がフルタイムの者に限定して、

夫婦の分業形態を「新・性別役割分業7)レタイム型Jと「夫婦協業7Mイム型」とに分ける要因を

分析したものである。これは妻がフルタイムの者における、夫の家事参加の規定要因を分

析することになるため、先行研究で示した夫の家事参加の規定要因に関する分析枠組みを

表-3 新・性別役割分業の規定要因(ロジット分析の結果)

新性別役割分新性別役割分性別役割分業
業刈タイム型 業ハ.ート型 型
=今夫婦協業7J~タ=今夫婦協業ハ.ー=今夫仕事+家事
イム型 ト型 型

家事面重

末子6歳未満 .20 .45 .35 
末子7-12歳 . 15 一.05 . 11 
末子13-18歳 一.04 一.21 一.07
祖父母同居ダミー 一.36 一.55非 一.53# 
時間的余裕
夫・週労働時間 (9""'11時間未満) 一.47# .23 . 14 

01時間以上) 一.98料 . 50非 一.32
資源

夫の教育年数 一.03 .00 ー.05
夫の年収 一.03 .02 一.07書
妻の年収/夫婦の年収 1. 33北 1. 17 
イデオロギー
性別役割分業意識 一.03 一.25キ . 13 
Log 1 i ke 1 i hood -236. 3 -276. 3 -286. 6 
LR chi2 17. 2 17. 1 16. 5 
有効ケース数 415 535 630 
注)判0%水準で有意、キ 5%水準で有意、料10%水準で有意
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適用することができる。具体的には、被説明変数に夫婦協業7妙イム型ダミー u夫婦協業7ル
タイム型J=1、「新・性別役割分業7M'イム型J=0)、説明変数に家事の量、時間的余裕、資

源、イデオロギーにあたる変数を用いたロジット分析を実施することで、両タイプを分け

る要因を分析した。その結果、夫の労働時間が長くなると「新・性別役割分業7ルタイム型」

になり、妻の経済力(妻の収入割合)が高くなると「夫婦協業7M'イム型Jになる傾向が確

認された(厳密には妻の収入割合の有意性は 10%にわずかに満たないものである)。同様

に、妻がパートタイムの者に限定して、夫婦の分業形態を「新・性別役割分業ハ。ート型」と

「夫婦協業ハ。ート型」とに分ける要因を分析した第二の結果についてみると、祖父母が同居

していたり、性別役割分業意識が強かったりすると「新・性別役割分業ハ。ート型」になるこ

とが多いことが明らかになっている(旬。最後に、妻が無職の者に限定して、夫婦の分業形

態を「性別役割分業型」と「夫仕事+家事型」とに分ける要因を分析した第三の結果につ

いてみると、祖父母が同居していたり、夫の収入が高いと「性別役割分業型Jが増える傾

向がみられた。

以上でみられた結果からは、まず家事の代替者となりうる祖父母が同居していると、夫

の家事協力が低くなり「新・性別役割分業7紗仏型」が多くなると考えられる。この結果

は、他の研究結果とも一致するところである(松田， 2000a: 2000b)。ただし、妻がフル

タイムの者に限定した場合には、祖父母がいると夫が家事を手伝うことが減少する傾向が

出てはいるが統計的な有意差まではない。このことは専業主婦やパートタイムの者に比べ

てフルタイムの場合には、妻だけでは「食事の用意」をすることが困難になるため、祖父

母がいても夫が支援することが多くなるためではないかと推察される。また第二には夫の

労働時間の影響であるが、妻がフルタイムの場合には夫は労働時間が長くなれば「食事の

用意Jを手伝うことができなくなるが、妻がパートタイムや無職の場合には夫の労働時間

と「食事の用意」との聞に論理的かつ明確な関連性はみられない。このことは妻がパート

タイムや無職の場合には「食事の用意」は妻自身が行っているため、夫が早く帰宅しても

手伝うことがないものと考えられる。さらに第三には、妻の経済力の影響であり、妻がフ

ルタイムの場合には妻の経済力が強くなると夫が「食事の用意Jを手伝うことが多くなる

傾向がみられた。

これらの結果をもとにすると、新・性別役割分業の形成要因は次のとおりであると考え

られる。まず未就学児がいない、同居親族がいる、夫の収入が低い、性別役割分業分業意

識が低いといった要因によって妻が働きに出るが、妻が働きに出たにも関わらず夫が家事

を手伝わないと夫婦の役割関係は新・性別役割分業型となる。妻の就労形態がフルタイム

かパートタイムかで新・性別役割分業の様相は異なるが、特に二重負担の問題と絡めれば

妻がフルタイムの場合の新・性別役割分業、すなわち本稿でいう「新・性別役割分業7ルタイ

ム型」が問題となろう。妻が長時間就労している場合に「新・性別役割分業7紗イム型」とな

る要因としては、第一に夫の労働時間の影響が考えられる。夫が長時間労働で帰宅時間が
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遅く「食事の用意Jを手伝うことができないために、妻が仕事も家事も引き受けることに

なり、新・性別役割分業となると考えられる。また第二の要因は妻の経済力(妻の収入割

合)である。表-3の分析結果では、妻がフルタイムの場合には妻の経済力が強くなるほ

ど夫が家事参加を行うという関係がみられている。このことから妻の経済力が強ければ夫

の家事参加を促し、弱ければ新・性別役割分業となる傾向が高くなるものとみられる。

(c)新・性別役割分業と妻の二重負担

最後に、本稿の中心テーマである新・性別役割分業と妻の二重負担の問題に関する分析

結果を示す。ここでの分析の対象とする心理的負担感に関わる指標は、結婚生活満足度、

家庭生活ストレーン、職業ストレーン、ディストレスである。

はじめに、性別役割分業の各タイフごとに各心理指標を概観した結果が表-4である。

結婚満足度についてみると、分業型の各タイフ問では満足度に有意な差はみられないが、

妻が無職で夫が家事を手伝っている「夫仕事+家事型jで、結婚生活満足度が若干高くな

っている。一方、家庭生活ストレーンは各タイプ聞に顕著な差がみられ、夫は仕事、妻は

家庭という「性別役割分業型」よりも、妻が長時間就労である「新・性別役割分業7ルタイム

型」と「夫婦協業7Mイム型」、さらに「新・性別役割分業ハ。ート型」でストレーンが高くなっ

ている。なお、「新・性別役割分業7M仏型」と「夫婦協業7Jvタイム型」との問には統計的な

有意差はみらない。職業ストレーンについては、妻が有職の者だけが対象となるが、妻が

短時間就労よりも長時間就労の場合にストレーンが高くなっている。そしてディストレス

についてみると、「夫仕事+家事型」でディストレスが若干低い傾向がみられる他は、各

タイプ問でディストレスに有意な差はみられなかった。

続いて、結婚生活満足度、家庭生活ストレーン、ディストレスの多変量解析結果が表-

5である。本稿の問題意識のひとつにく新・性別役割分業>はく性別役割分業>よりも妻

の負担感は重くなることを分析によって明らかにすることにあるため、ここでの分析の主

眼は「性別役割分業型」を基準とした場合に新・性別役割分業にあたるタイプで満足度が

低く、ストレーンやディストレスが高くなっているか否かを検証することである。表-5

の各モデルでは、末子年齢、祖父母同居、夫の教育年数、夫の収入をコントロールした上

表-4 性別役割分業の各タイプ別にみた各種心理指標

分業豆 協業型 タイプ
新・性別 新・性別 性別役割 夫婦協業夫婦協業夫仕事+ 聞の有
役割分業役割分業分業型 7Mイム型ハ。ート型 家事型 意差
7Mイム型ハ。ート型

結婚生活満足度 2.89 2.84 2.95 3.04 3.08 3.13 本**

家庭生活ストレーン 2.31 2.12 2.00 2.25 2.02 1.77 *** 
職業ストレーン 2.23 1.71 2.40 1.85 *** 
ディストレス 16.32 16.36 16.69 16.18 16.37 17.29 ns 

キヰキ O.1%水準で有意、 ns有意差なし
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で、「性別役割分業型」をレファレンス・グループ (RG) として他の性別役割分業タイプ

における満足度、ストレーン、ディストレスの高低を分析したものである。ここでは性別

役割分業タイプの結果を中心に解説する。

第一に結婚生活満足度の分析結果をみると、「性別役割分業型」よりも、夫婦協業型の

方が満足度が高い傾向はみられるが、統計的には有意であるの「夫仕事+家事型j のみで

ある。妻が専業主婦として家庭中心の生活をしている場合には、夫が家事に参加する方が

妻の満足度が高くなることを示している。

第二に家庭生活ストレーンについてみると、「性別役割分業型」よりも、妻がフルタイ

ムで就労している「新・性別役割分業7紗イム型」と「夫婦協業7ルタイム型」で高い傾向がみら

れる。これは妻が長時間就労している場合には仕事と家庭を両立させるための心身の負担

が大きくなるため、家庭生活に対して高いストレーンを感じるものと考えられる。ただし、

二重負担という文脈からみると、夫の家事参加がある「夫婦協業7Jyタイム型」は「新・性別

役割分業7ルタイム型」よりも家庭生活ストレーンが低くなるとみられるが、両者に有意な差

はみられない。これは、「夫婦協業7ルタイム型」では夫の家事参加があるとはいえその水準は

極めて低く、実際には家事の多くを妻が負担することになっているために、「新・性別役

割分業7ルタイム型」よりも家庭生活の負担が低くなっていないものと推察される。

ただし、家庭生活ストレーンの感じ方は子どもの年齢によって異なっており、「性別役

割分業型」よりも「新・性別役割分業7M仏型Jr夫婦協業7Mイム型Jの方が常にストレー

ンが高いということではない。末子の年齢別に家庭生活ストレーンの程度をみたものが図

-2であるが、末子が 6歳以下(未就学児)である場合には「性別役割分業型Jr新・性

別役割分業7ルタイム型Jr夫婦協業7Mイム型」でストレーンは同程度である。これに対して、

末子がそれ以上の年齢の場合には「性別役割分業型」よりも「新・性別役割分業7M仏型」

「夫婦協業7紗イム型」で、中でも「新・性別役割分業7紗イム型」でストレーンが高くなって

いる。これは表-5に示した分析を、対象年齢を区切って行った場合でも確認できる。こ

のことから、妻の二重負担という問題は、仕事と家庭生活の両立が最も困難であると考え

られる子どもが乳幼児期の家庭ではあてはまらず、むしろ子どもがそれ以上に大きいライ

フステージにおいて問題となっていることがらであるといえる。

第三にディストレスの分析結果についてみると、性別役割分業のタイプによってディス

トレスの程度に差はみられなかった。これは子どもの年齢に関わらずにみられる傾向であ

り、しかも新・性別役割分業型の方がディストレスがわずかではあるが低くなっていた。
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表-5 結婚満足度、家庭生活ストレーン、ディストレスの規定要因

結婚生活 家庭生活 ディストレス
満足度 ストレーン

性別役割分業タイプ

新・性別役割分業7M'仏型 一.08 .58キヰヰ 一.42
新・性別役割分業ハ。ー卜型 一.24 . 21 一.49
性別役割分業型(RG)
夫婦協業7Hイム型 .28 .50林 一.50
夫婦協業ハ。ー卜型 . 35 .06 ー.46
夫仕事+家事型 .47本 一.36 .70 

コントロール

末子6歳未満 一.21 . 61 ヰヰヰ .43 
末子7-12歳 一.18 . 50科卒 1. 07ヰ
末子13-18歳 一.38料 .80キキキ .78 
祖父母同居ダミー 一.04 . 13 一.17 
夫の教育年数 . 11料キ 一.04キ 一.09
夫の年収 .04本 一.01 一.07
R2/Log likelihood 一1630.4 -2025. 3 -4323. 0 
F/LR chi2 57.6 79.4 14. 5 
有効ケース数 1， 557 1， 571 1， 511 
注)結婚満足度と家庭生活ストレーンはorderdlogi t、
ディストレスはtobit分析の結果である。
ヰ5%水準、村山水準、村本o.1%水準で有意

ヲa
~司、

』，‘h

-6 7-18 18歳以下
子なし

• 
ー-・一一
--0・・

新・性別役割分業フル9イム型

性別役割分業型

夫婦協業引けイム型

図-2 末子の年齢別にみた家庭生活ストレーン

4.結論と考察

夫婦の性別役割分業は、妻の経済力がないことや妻が夫への家事の奉仕者となるために

夫婦問の平等といった面において問題であることが指摘されてきた。しかし、現在日本で

増加しつつあるとされる新・性別役割分業という夫婦関係は、仕事と家庭の二重負担を妻

に強いるために、性別役割分業よりも妻の負担をさらに強めることが懸念されている。こ

うした問題意識をもとに、本稿では新・性別役割分業と妻の二重負担の問題について分析

をすすめてきたが、先の分析結果からは新・性別役割分業によって二重負担にさいなまれ

一52-



る妻というイメージについては一部修正を行う必要があると考えられる。新・性別役割分

業と妻の心理状態との関係についてみると、家庭生活ストレーンは長時間就労している

新・性別役割分業型の妻の方が、旧来型の性別役割分業型の妻よりも高いという関係が確

かにみられており、多重役割ストレーン仮説を支持する結果となっている。ただし、最も

家事労働の負担が大きいと考えられる乳幼児を抱えた妻ではそのような関係はみられては

いない例。また、結婚生活満足度やディストレスについては、旧来の性別役割分業型の妻

と新・性別役割分業型の妻との間に顕著な差はみられなかった。これらのことから性別役

割分業よりも新・性別役割分業の妻の方が二重負担にさいなまれているとする見方は、家

庭生活ストレーンのみについて、かつ乳幼児を抱えた者以外において、限定的にあてはま

るイメージに修正することが望ましいと考えられる。

そして次に問題となるのは、なぜ新・性別役割分業の妻たち、特に仕事と家庭の両立が

最も困難であるとみられる乳幼児を抱えた妻たちは、心身の二重負担を強く感じてはいな

いのかということであるとみられる。この理由については稲葉C1999a，1999b)が考察

を行っているが、ここではその議論をふまえた上で、本稿の分析結果をもとに推察したい。

第一に考えられる理由としては、仕事と家事の両立の負担を感じていながらも、誰かしら

からのソーシャル・サポートがあるためにストレーンやディストレスが高くならないとい

うことがあげられる。ただし、稲葉の分析でもこれを裏付ける有力なソーシャル・サポー

ト源は見出されてはいない。本稿の分析では最も二重負担が大きいとみられる乳幼児を抱

えた新・性別役割分業の妻でストレーンが特に高くわけではなく、子どもがそれ以上の場

合にストレーンが高いという結果が出ているが、こうした年齢による差異をソーシャル・

サポート源の有無という観点から十分に説明することは困難であるとみられる。

第二に考えられる理由は、現代の女性の就労環境が、彼女たちが家庭に戻って家事をす

ることに負担とならないものとなっていることがあげられる。女性に多い一般職という就

労形態やパートタイム就労はこの例であり、労働時間や仕事内容の面において仕事の負荷

がそれほど大きくないために、家事との両立の負担を感じることが少なくなるものと考え

られる。ただし、就労している女性にはフルタイムの者もいるため、彼女たちの就労環境

がすべて両立のために恵まれたものであるとは言えないであろう。

そしてここでの聞かけに最も符合すると思われる理由が、第三にあげるくサンプル・セ

レクション・バイアス>である。これは第二の点にも一部絡むものであるが、仕事と家事

の両立にさいなまれる妻たちは労働市場から撤退してしまい、仕事と家事の両立が可能で

あった妻だけが就労しているという見方である。このように推察できる理由としては、ま

ず周知のとおりわが国の女性就労をみると結婚・出産で仕事を辞める者が多いことがあげ

られる。国民生活選好度調査によると、女性が仕事を続けるのを困難にしている理由とし

て職場での結婚・出産退職の慣行以上に育児や家事の負担をあげる意見が多くなっている

が(経済企画庁， 1997)、このことは育児や家事と仕事の両立が大きな負担になっている
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者は就労を中断してしまっていることを示している。次にあげられる理由は、現在「新・

性別役割分業7ルタイム型」として働いている妻も、労働時間が比較的短いことがあげられる。

「新・性別役割分業7M仏型Jであるフルタイム女性の労働時間(通勤時間含)は 1日平

均8.3時間であるが、これは夫の平均就労時間 10.1時間に比べて大幅に短い。また「新・

性別役割分業7ルタイム型Jの妻の労働時間は、子どもがいない人よりもいる人の方が、子ど

もがいる人の間では子どもの年齢が小さいほど、短くなっている。労働時間の長さは労働

者自らが調整するものというよりも職場や職種に大きく依存していることを考慮すると、

「新・性別役割分業7M仏型jの妻で労働時間が短いというのは、そうした労働条件で就

労できる職場にいた者だけが就労を継続することができた結果ではないかと推察される。

特に、乳幼児を抱えた妻ではこのくサンフル・セレクション・バイアス>が強く作用して

いるとみられ、「無理なく両立できる者だけが就労している」ので、性別役割分業型であ

ろうと新・性別役割分業型であろうと家庭生活ストレーンもディストレスも変わらないも

のと推察される。また乳幼児を抱えた妻以外では、新・性別役割分業型の方が家庭生活ス

トレーンが高い傾向はみられるが、その慢性的なストレーンがあるからといってディスト

レスが高いわけではない。ソーシャル・サポート研究の理論枠組みではストレーンがディ

ストレスの原因のひとつであるとみられており、家庭生活ストレーンが高い者ではディス

トレスも高くなることが想定されるが、ここではそのような関係はみられない。これらの

点も、新・性別役割分業によって家庭生活のストレーンが強いためにデ、イストレスが高く

なる者たちが、労働市場から退出しているためとみられる。すなわち、現在新・性別役割

分業である妻は、家庭生活のストレーンやディストレスにさいなまれない範囲で就労でき

る者だけが残った結果ではないかと推察される的。

以上が現代日本における新・性別役割分業の妻のく二重負担>の現状とその背景である

と考えられる。『セカンド・シフト』でも指摘されたように、米国においては妻の仕事と

家事の両立が文字どおりの二重負担となっているが、現代日本においてはそうした傾向は

強くはみられないため、冒頭で示した新・性別役割分業の妻たちが二重負担にさいなまれ

ているという危倶はそれほど大きな問題とはいえないことが明らかになった。しかし、前

記のくサンプル・セレクション・バイアス>がありうることを考慮すると、別の問題が浮

上する。すなわち米国ではセカンド・シフトの負担に悩んではいるものの、女性たちは仕

事と家事・育児の両立の負担が大きい職場にも進出しているのに対して、日本ではセカン

ド・シフトの負担に悩むことのない職場においてのみ女性たちが進出しているとみられる

ことである。すなわちわが国における女性の社会進出という事象は、就労環境の面できわ

めて制約された範囲内でのものでしかないのではなかろうか。特にこのことは乳幼児を抱

えた最も家事・育児負担が重い妻について当てはまることがらである。

前節では新・性別役割分業の規定要因のひとつに夫と比較した場合の妻の経済力がある

ことを指摘した。社会全体でみると夫の家事参加は極めて少ないが、このことは裏返せば
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夫の家事参加を促すまでの経済力を持っている妻たちは、現代日本ではまだわずかである

ということになる。くサンプル・セレクション・バイアス>の問題はこの点と符号してい

る。子育てを含む家事労働と仕事の両立ができる範囲で妻たちが働いているのが現状であ

るため、妻たちが就労して得た経済力が夫の家事参加を促すまでの影響力を持たないのは

当然のことであろう。本稿ではセカンド・シフトにさいなまれる女性たちの実態を解明す

る作業を行ってきたが、そこから垣間見みえたことはセカンド・シフトに強くさいなまれ

ることがないことの背後にある問題点であると考えられる。

注

(1) 役割ストレーンの翻訳は稲葉(1995)による。

(2)例えば、 Kamo(1988)では家事項目にウエイト付けを行う際に、「食事の用意」のウ

エイトを最も大きくしている。

(3) CES-Dは身体的症状、うつ感情、ポジティブ感情の 3ブロックの質問から成るが、菊

津 (2000)によると、日本人が回答した場合はポジティブ感情が他の 2つのブロックの

質問とは異なる傾向を示すとされる。

(4) ここでの議論はあくまでも全体的な傾向に関するものである。もちろん、夫が十分に

家事を手伝うために、妻が働き続けることが可能となっているケースも中にはあると考え

られる。筆者が別にインタビュー調査を行ったときにも、そうしたケースはわずかながら

確認されている。

(5) 被説明変数に妻が有職ダミー、説明変数に子どもの年齢、三世代世帯ダミー、夫の学

歴、年収、性別役割分業意識を用いたロジット分析の結果である。この他に、経済学で用

いられる妻自身の留保賃金を推計して説明変数に投入する方法もあるが、ここでの分析で

はこの方法は用いていない。

(6) ここでの分析結果では夫の労働時間が最も長いグループで、統計的な有意性は低いも

のの、夫が家事を手伝う「夫婦協業ハ。ート型」が多くなるという理論とは逆の結果がみられ

ている。これは夫が「食事の用意」を行う回数を妻が主観的に回答しているために生じた

誤差ではないかと考えられる。

(7)乳幼児がいる妻では、就労者の方が非就労者よりも家庭生活ストレーンが高いという

関係はみられないという結果は稲葉 (1999a)の先行研究結果とも一致している。

(8)サンプル数は少なくなるが、「新・性別役割分業7)~タイム型」の妻でも労働時間が長い者も

いる。そのうち 1日の労働時間が8.5時間以上の者の限ってみると、家庭生活ストレーン

の値は「性別役割分業」の妻よりも高くなる。このため長時間就労をしながら新・性別役

割分業となっている妻たちはこ重負担を感じていると考えられる。ただし、わが国ではこ

うした女性はまだ極一部である。
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